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内容

１．サプライチェーン排出量とは

３．重要性：サプライチェーン排出量の算定によって得られるもの

２．必要性：企業、投資家の動き
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１．サプライチェーン排出量とは
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排出量把握の必要性
• 「温暖化対策推進法」による算定・報告・公表制度の施行以来、企業の自社の

排出量の把握が定着してきている。

－ 自社の排出とは？

Scope１：自社の燃料の使用に伴う排出（直接排出）

Scope２：他社で生産されたエネルギーの使用（主に電力）に伴う排出（間接排出）

 温対法に基づく温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度

 一部の地方公共団体の条例に基づく各制度等

 各企業のCSR報告書等における自主的な情報開示

スコープ１・スコープ２の排出量の把握や自社の削減努力は着実に進展

 自社の関係する排出はスコープ１・スコープ２のみ？

 更なる削減の可能性は？
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サプライチェーン全体の排出量への拡大
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• 温暖化対策の必要性の高まりも背景に、企業に求められる排出量の把握

範囲が従来の「自社の排出」から「組織のサプライチェーン全体」へ拡

大する流れが加速。

• 組織のサプライチェーン全体の排出量を算定するためにはScope1･2に加え、

Scope3排出量の把握が必要。

ー Scope3とは？

 企業のサプライチェーンに相当するその他間接排出

 具体的には原料調達・製造・物流・販売・廃棄などの組織活動に伴う排出

 GHGプロトコルによって算定・報告の具体的な要求事項やガイダンスとして

「Scope3基準」が策定

Scope3基準



製品のLCAとサプライチェーン排出量
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• 製品を対象として原料調達・製造・物流・販売・廃棄までの排出量を評価する
考え方には「製品のLCA（ライフサイクルアセスメント）」がある。

• サプライチェーン全体の排出量を評価することは「組織のLCA」とも呼ばれ、製
品だけではなく組織のサプライチェーン上の活動に伴う排出量を算定対象とす
ることは企業活動全体を管理することにも繋がる。

• 環境経営指標や機関投資家の投資判断などに使用される動き。

 ISOによるガイドライン（ISO TS 14072 「組織のライフサイクルアセスメントの要

求事項及び指針」）

 CDP（スライド21で説明）、日経「環境経営度」調査、GRI-G4（Global 

Reporting Initiative Guideline 4）などによる情報開示要求の高まり

CDP 環境経営度調査 GRI-G4   



サプライチェーン排出量の意義
• サプライチェーン排出量は、従来の自社の範囲の排出（Scope1,2）に加えて、物
品の調達や、お客様における製品使用等、様々な排出（Scope3）を含む。

• 自社の低炭素化への貢献を、より広いフィールドで表現する機会にもなり得る。
– 例えば、環境に配慮した製品のデザイン・設計といった取組の効果を企業全体の視点から
評価したり、サプライヤーと連携して実施した削減を評価することが可能となる。

6出典：Corporate Value Chain (Scope 3) Accounting and Reporting Standard(2011)をもとに作成



＜参考＞サプライチェーン排出量の算定範囲

• サプライチェーン排出量の算定範囲は以下の通り

• Scope1・2に加えて、15カテゴリーからなるScope3が算定対象となる
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区分 カテゴリ

自社の排出

直接排出（Scope1）

エネルギー起源の関節排出（Scope2）

その他の関節排出（Scope3）

上流

1 購入した製品・サービス

2 資本財

3 Scope1,2に含まれない燃料

及びエネルギー関連活動

4 輸送、配送（上流）

5 事業から出る廃棄物

6 出張

7 雇用者の通勤

8 リース資産（上流）

下流

9 輸送、配送（下流）

10 販売した製品の加工

11 販売した製品の使用

12 販売した製品の廃棄

13 リース資産（下流）

14 フランチャイズ

15 投資



＜参考＞サプライチェーン全体の排出量把握の必要性
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• 製品のLCA（ライフサイクルアセスメント）においても、自社（製造段階）の排出より、
サプライチェーンの上流や下流における排出の方が多いことが多い。

• 自社（製造段階）の排出以外についても把握することが重要であり、サプライ
チェーン全体を俯瞰することが必要である。また、俯瞰した後は、必要に応じてサ
プライヤーと共同で削減を検討することが重要である。

原材料調達 製造 輸送 使用 廃棄

Scope3に
おける上流

Scope3における下流
（出荷輸送等、一部
上流活動を含む）

※各段階の排出量比は架空です。



環境省の取組

• このような流れを受け、環境省では、国内の事業者がサプライ
チェーン排出量に取組む際の各種基盤整備を実施。

• 主な取組事項は以下の通り。

①基本ガイドラインの作成

②算定支援ツールの公開

③業種別解説の作成

④排出原単位の整理

⑤個別事業者に対する各種支援の実施

⑥ウェブサイトの運営
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環境省の取組①～基本ガイドラインの作成～

• 「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本
ガイドライン（以下、基本ガイドライン）」を作成
– サプライチェーン排出量算定の基本的な考え方と算定方法を記載

– 既存の法制度（算定・報告・公表制度、省エネ法、等との対応関係も整理）
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環境省の取組②～算定支援ツールの公開～

• 基本ガイドラインの算定方法が実現できる算定支援ツールを公開
– 基本ガイドラインの算定方法全てに対応可能。

– エクセルファイルなので、各社にてカスタマイズ可能。
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サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインVer2.1

カテゴリ１．購入した製品・サービス

算定方法①

自社が購入・取得した製品またはサービスに係る資源採取段階から製造段階までの排出量を

サプライヤーごとに把握し、積み上げて算定する方法

基本ガイドラインVer2.1 P.Ⅱ-9 式番号（1-1）

CO2排出量 ＝ Σ  { (サプライヤーごとの排出量※) }

※購入・取得した製品またはサービスの資源採取段階から製造段階まで

サプライヤー名
サプライヤーごとの排出量 排出量

[t-CO2]
カテゴリ１排出量

[t-CO2]数値 単位

0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

 
サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインVer2.1

カテゴリ１．購入した製品・サービス

算定方法②

自社が購入・取得した製品またはサービスの物量・金額データに製品またはサービスごとの

資源採取段階から製造段階までの排出原単位をかけて算定する方法

基本ガイドラインVer2.1 P.Ⅱ-9 式番号（1-2）

CO2排出量 ＝ Σ  { (自社が購入・取得した製品またはサービスの物量・金額データ) × (排出原単位※) }

※購入・取得した製品またはサービスの資源採取段階まで遡及したもの

購入した製品・サービス名
物量・金額データ 排出原単位 排出量

[t-CO2]
カテゴリ１排出量

[t-CO2]数値 単位 数値 単位 出典

0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

カテゴリ1 式番号（1-1）の算定シート カテゴリ1 式番号（1-2）の算定シート



環境省の取組③～業種別解説の作成～

• 基本ガイドラインの補完文書として、業種固有の状況を踏まえた「業
種別解説」も作成

• セメント製造業、小売業、物流業、建設業（プレハブ住宅）が作成済
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環境省の取組④～排出原単位の整理～

• サプライチェーン排出量算定に利用可能な排出原単位を整理
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「サプライチェーンを通じた
組織の温室効果ガス排出量の
算定のための排出原単位について」

排出原単位の整備に当たり、満たすべき要件、
使い方と留意点等を整理した文書

「サプライチェーンを通じた
組織の温室効果ガス排出量の
算定のための排出原単位データベース」

サプライチェーン排出量算定に利用可能な
排出原単位をまとめたデータベース



環境省の取組⑤～個別事業者に対する各種支援の実施～

• 個別事業者に対する各種支援の実施
– サプライチェーン排出量算定支援

• サプライチェーン排出量の算定を希望する事業者や、自身で算定したもののレ
ビューを希望する事業者に対して、算定支援（レビュー）を実施。

• 2013年度26事業者、2014年度25事業者が参加

– 検証受検支援

• サプライチェーン排出量の検証を受検する際のポイントの解説や検証の流れの説
明、希望者には模擬検証を実施。

• 2014年度19事業者が参加（2014年度から支援開始）

– 削減貢献の考え方支援

• 削減貢献の定量化を希望する事業者を対象に、考え方の支援を実施。

• 2014年度10事業者が参加（2014年度から支援開始）
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環境省の取組⑥～ウェブサイトの運営（1/2）～

• グリーン・バリューチェーンプラットフォームの運営
– 各種情報発信のためのウェブサイト「グリーンバリューチェーンプラットフォーム」
を運営

– 環境省の取組①～④についても掲載（④は2015年3月末までに掲載予定）
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http://www.gvc.go.jp/index.html



環境省の取組⑥～ウェブサイトの運営（2/2）～

• グリーン・バリューチェーンプラットフォームの運営
– 取組事例では、国内外の50事業者以上の取組の算定の目的や、結果の活
用方法、算定の課題、算定方法を掲載。
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大日本印刷株式会社様の取組事例
http://www.gvc.go.jp/business/files/JP/DNP.pdf



２．必要性：企業の動き、投資家の動き
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国内企業の動向に関する報道（1/3）

日本経済新聞
2012年2月19日

日本経済新聞
2012年9月15日

日経産業新聞
2012年8月26日

パナソニックは、
スコープ3対応を見据え、サプラ
イヤー約1万社にCO2等のデー

タ提供を依頼。

ホンダは、
スコープ3への“業界初の完全

対応”を積極アピール

東芝、日本郵船、NEC、
カシオ、シャープなどの

対応状況
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国内企業の動向に関する報道（2/3）
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日経エコロジー
2013年10月号P14-15

コニカミノルタ、
NEC、リコーは算定
結果を開示し、新
たな削減策を模索



国内企業の動向に関する報道（3/3）
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日経エコロジー
2014年８月号P34-35

富士通は調達先に対する
要請の一つとして、排出削

減対策を求める。
また、フランスのオレンジ社
（携帯電話事業）はWWFと
独自手法で格付けし、格付
け結果をユーザー向けウェ

ブサイトに掲載



• CDPジャパン500に回答した企業を、回答したカテゴリ数別に集計。

日本企業のScope3対応（CDP ジャパン500）

26.80% 21.60%
8.70%

37.91%

11.11%

11.18%

30.72%

32.10%

21.74%

2.61%

12.96%

13.66%

1.31%

16.05%

28.57%

0.65%
6.17%

16.15%

0%
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80%

90%

100%

2012年

（N=233）

2013年

（N=227）

2014年

（N=220）

11-15個

8-10個

5-7個

2-4個

1個

無回答
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CDP Global 500 Climate Change Report 2012-2014より、
「平成26年度サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量等算定方法調査委託業務」事務局が調査

15カテゴリのうち、
回答したカテゴリ数



日本企業のScope3対応（CDP ジャパン500）

• 回答情報を“統計的”に見ると；

最低1カテゴリでもScope3対応を行った企業割合は、

73% ⇒78% ⇒91% に増加。

ある程度真剣に取り組まねば算定できない“対応カテゴリ数5以上”の企業に限定すれば、

その割合は、

4% ⇒35% ⇒58% に急増。

Scope3基準の正式発行後、
Scope3対応に本格的に取組み始める企業が“急激に”増加。
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CDP Global 500 Climate Change Report 2012-2014より、
「平成26年度サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量等算定方法調査委託業務」事務局が調査



投資家の動き

• CDP（旧：Carbon Disclosure Project、現在は単に“CDP”）
• 世界の大手投資家が共同設立した、企業等の低炭素への取組を促進するための
活動。

• 世界中の時価総額の高い企業にアンケートを送付。
• 日本企業は、「Japan 500」の枠組みの中で上位企業500社が既に評価対象に。
• アンケートによって、低炭素社会の到来に対する企業の対応（リスクへの備え、事
業機会としての活用など）を問い、企業のスコアリングを実施。

アンケートの回答
内容に基づき
企業のCO2取組
の格付を実施
（世界共通）

【出所】CDPジャパン500 気候変動レポート2014 より

CDPスコアにおける
Scope3対応評価
の重みは、

総配点の10%強

Scope3排出量
回答数及び検
証ステータスに
ついても公開
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３．重要性：サプライチェーン排出量の算定によって得られるもの
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サプライチェーン排出量算定のメリット（例）
取組むことで期待できるメリットとは・・・

• 内部での活用

• 外部への発信

①サプライチェーン全体を通じた削減対象の特定
 自社のサプライチェーン排出量を俯瞰し、削減すべき対象や効果的な削減ポイ
ントを特定

②削減対策の進捗確認
 サプライチェーン排出量の経年変化を把握し、削減対策の進捗を確認

③ステークホルダーの理解の推進
 自社のサプライチェーン排出量を各種媒体を通じてステークホルダーに公開し、
自社の削減対策に関する理解を深めてもらう（CDPへの回答を通じて投資家の理
解の獲得、等）

④連携取組の推進
 サプライチェーン排出量の算定や活用を通じて、サプライチェーン上の他事業者
と連携して削減取組を推進

⑤削減貢献量の参考指標
 削減貢献に寄与する製品・サービスが、サプライチェーン上で削減貢献以上の新
たな負荷が発生していないことを確認するとともに、サプライチェーン排出量を削
減貢献規模の参考指標とする。 25



サプライチェーン連携の取り組み例
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③サプライチェーン上の削減を進めるために新たな連携パートナーを発掘
 サプライチェーン全体の削減を進める企業に、自社技術を用いた製品の共同開
発を提案。

 製品の共同開発により使用段階の排出削減につながる

②調達先と連携した排出削減取り組みの推進
 サプライチェーン上の調達先や物流パートナーにおいて、削減余力があると考え
られる部分を検討し、連携して事業活動全体の排出削減を目指す。

• サプライチェーン全体の排出量の把握を通じて、サプライチェーン連携の
強化につながる

①サプライチェーン排出量への回答がきっかけとなり連携が深化
 サプライチェーン排出量の把握のために配布された調査票への回答の際に、独
自技術による削減策の提案や、取引先企業との連携による削減案を提示

 提案が好意的に受け止められ取引先企業とのサプライチェーン排出量削減に関
する連携が深化

⇒ 本日の発表企業における事例も画期的な連携取り組みの事例



CDPサプライチェーンプログラム
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• プログラム参加メンバーから要望のあったサプライヤー企業に対し、サプライチェー
ンの気候変動リスク／機会に関する共通の質問書をCDPから送付し、回答情報を
参加メンバーに開示する取組。

• サプライチェーン上の他事業者との連携を促し、削減取組の推進に寄与しうる。

出典：CDP2014ワークショップ 気候変動 発表資料「CDPサプライチェーンプログラム」
https://www.cdp.net/en-US/WhatWeDo/Documents/Workshop_2014Feb_Mugurajima.pdf



CDPサプライチェーンプログラム
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出典：CDP2014ワークショップ 気候変動 発表資料「CDPサプライチェーンプログラム」

https://www.cdp.net/en-US/WhatWeDo/Documents/Workshop_2014Feb_Mugurajima.pdf


